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本書は，法学教室での連載「国際条約の世界」（421号～ 444 号）を書籍化したものです。
国連憲章，空間，人権，刑事，経済，文化，環境，エネルギー，安全保障という多岐にわた
る分野に関する 24の条約（連載時は 18）を取り上げ，それらの条約が，①どのような目

的を持つものとして作られ，そのためにどのような制度的な特徴を有するのか（「目的と制度設計」），
②国際社会（国際平面）においてどのように運用され（「運用」），③どのようにして日本国内で実施さ
れているのか（「国内実施」）という視点から解説しています。
　それぞれの解説を読むことによって，日本国内の法制度とどう関係し，日本の社会にどのような影響
を与えているかが理解でき，遠い存在に感じる国際条約が，自分の生活や仕事の上で実は身近なもので
あることを感じてもらえると思います。
　まずは，興味がある，聞いたことがある条約から読んでみてください。（五島）
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各章で取り上げる条約と，その条約に関連する条約・国内法令の情報が，一目で分かります。

※目次は，小社ウェブサイトの本書のページをご覧ください。
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DATA 2

関連条約

正式名称 採　　択 効力発生 日本との関係

核不拡散
条約

核兵器の不拡散に関する
条約

1968・7・1 1970・3・5 1976・6・8
効力発生
（昭和 51 年条
約第 6号）

日・IAEA
保障措置
協定

核兵器の不拡散に関する
条約第三条 1及び 4の規
定の実施に関する日本国
政府と国際原子力機関と
の間の協定

1977・3・4 1977・12・2 1977・12・2
効力発生
（昭和 52 年条
約第 13 号）

日・IAEA
保障措置
協定追加
議定書

核兵器の不拡散に関する
条約第三条 1及び 4の規
定の実施に関する日本国
政府と国際原子力機関と
の間の協定の追加議定書

1998・12・4 1999・12・16 1999・12・16
効力発生
（平成 11 年条
約第 17 号）

関連国内法令

公　　布 施　　行

原子力基本法 昭和 30・12・19
（昭和30法 186）

昭和 31・1・1

核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制
に関する法律

昭和 32・6・10
（昭和32法 166）

昭和 32・12・9

原子力災害対策特別措置法 平成 11・12・17
（平成11法 156）

平成 12・6・16

原子力規制委員会設置法 平成 24・6・27
（平成 24 法 47）

平成 24・9・19
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原子力に関する諸条約
――原子力の平和利用と安全確保に 

向けた取組み

DATA

◎ IAEA憲章
正式名称：国際原子力機関憲章／ Statute of International Atomic 

Energy Agency
作　　成：1956 年 10 月 26 日　　 効力発生：1957 年 7 月 29 日
日本との関係：1957 年 7 月 29 日効力発生（1957〔昭和 32〕年条約第 14 号）

◎原子力事故通報条約
正式名称：原子力事故の早期通報に関する条約／ Convention on Early 

Notification of a Nuclear Accident
採　　択：1986 年 9 月 26 日　　 効力発生：1986 年 10 月 27 日
日本との関係：1987 年 7 月 10 日効力発生（1987〔昭和 62〕年条約第 9 号）

◎原子力事故援助条約
正式名称：原子力事故又は放射線緊急事態の場合における援助に関する

条約／ Convention on Assistance in the Case of a Nuclear 
Accident or Radiological Emergency

採　　択：1986 年 9 月 26 日　　 効力発生：1987 年 2 月 26 日
日本との関係：1987 年 7 月 10 日効力発生（1987〔昭和 62 年〕条約第 10 号）

◎原子力安全条約
正式名称：原子力の安全に関する条約／ Convention on Nuclear Safety
作　　成：1994 年 9 月 20 日　　 効力発生：1996 年 10 月 24 日
日本との関係：1996 年 10 月 24 日効力発生（1996〔平成 8〕年条約第 11 号）

◎放射性廃棄物等安全条約
正式名称：使用済燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条約／

Statute of International Atomic Energy Agency
作　　成：1997 年 9 月 5 日　　 効力発生：2001 年 6 月 18 日
日本との関係：2003 年 11 月 24 日効力発生（2003〔平成 15〕年条約第 5 号）

http://www.yuhikaku.co.jp/books/detail/9784641046870

